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政策ロードマップ~2022年はサプライチェーンから、国家安全保障と原子力

                                   　　                                      　　
2020～2021年は、政策的にも、サプライチェーンが、話題になったが、2022年は、何が注目されるだろうか。小出しに出てくるようだし、マスコミが全体を理解していないので、分かりにくいが、今後のロードマップは下記のようだろう。
もともとの発端は、2018年頃からの米国の対中危機感であり、米中摩擦も相まって、国家安全保障として、サプライチェーンや日本の半導体などの強化策も出てきたとみるべきだろう。これに、コロナ禍もあり、サプライチェーンが悪化し、クルマ産業の変化が、更にこれを加速化した。ある意味、半導体デジタルも、その中での話でもある。2021年は、これに、カーボンニュートラルが加わり、米国内の対立やアンチGAFAの議論もあり、SDGsの流れの中、新しい資本主義論議が湧いた。これらを日本から捉えると、デジタル日本列島改造論となる。半導体デジタルも、競争力強化やサプライチェーンだけでなく、むしろ、国家安全保障も重要である。これにサプライチェーン問題対応が出てくる。[image: image1.png]=1
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日本人は、現実と足元から考えるから、サプライチェーンや半導体産業強化がマスコミでも話題になるが、2022年に入って、やや日本人からは、関心が薄い、あるいは議論を避ける二つの話題、すなわち、国家安全保障と原子力を、ようやくマスコミも、捉えてきた。
　一つ目の、国家安全保障は、年が明けて、話題が多い。呼応するように、北朝鮮もミサイルを上げ、台湾情勢も出てくる。中国に加え、ロシアも挑発気味だ。
　政策では、①外為法の運用厳格化は、2022年の5月から運用開始、人権侵害となる、監視カメラ、スパイウェア、個人認証、メール傍受、GPSも対象へ、②世界でも日本くらいしかない、秘密特許の導入(公開制限と補償)、③防衛調達品の調達先審査、④公安調査庁の体制強化、⑤セキュリティークリアランス、が法制化される。もちろん、半導体、レアアース、電池、医療関係のサプライチェーン、国産化も検討される。さらに、防衛産業強化、国産化まで浮上している。2+2でも、日米で連携、超極音速技術に対応し、レールガンも出てきて、素材が鍵になるようだ。さらに、これから海洋関係、潜水艦、宇宙も出てくるだろう。これらは、全て、ハイテク企業であり、業績にはプラスになるだろう。
　第二は、カーボンニュートラルの中で、原子力、そして高速増殖炉である。原子力は、年末から出てきて、小型原子炉(SMR)の話が出てきたが、年明け以降、高速炉の話が急浮上だ。カーボンニュートラルを真面目に考えると、やはり原子力となる。しかし、今の原子力では、競争力もなく、問題が多い。そこで、SMRだが、それでも、核のゴミ問題、すなわち、使用済み燃料であるプルトニウムは大問題である。そこで、プルトニウムを燃料とする高速炉なら、解決できる。ただし、高速増殖炉は、大昔から、やってきているが、実用時期が、蜃気楼のように遠ざかっている。この10年間で実用できるとは思えない。2050年では何とかなるだろうか。また、原子力は、当然、防衛問題にも関連する。
もちろん、再生エネルギーや、スマートグリッドはもっと重要であり、地域特性での個別解が必要だし、電池が鍵になるだろう。パワー半導体は最重要だ。
そろそろ、2022年は狭義でのサプライチェーンは一巡、半導体も、そのものから、デジタルインフラなどに移る。今年は、国家安全保障と原子力関連、さらに、デジタル日本列島改造論が大きな政策話題になるだろう。この流れに、電機業界は如何に、乗っていけるか、が鍵である。
教授&アナリスト　若林秀樹
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